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This paper is that introduced a part of the decrease experiment result of present sediment disposal place 

with the vacuum consolidation method.  And, as the example the Nagoya port island, it is the one that 

calculates the preliminary of settlement quantity and inspected the efficacy of this method.   
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が不要になることが特徴である（図-1参照）． 
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港湾では，従来より水域施設（航路、泊地）の浚渫に

伴って発生する土砂を埋立地に投入してきたが，近年の

社会情勢の変化により新たな土砂処分場の確保が難しく

なってきている． 
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他方，中枢・中核国際港湾においては岸壁の大水深化

が進み，航路，泊地などの浚渫事業に対する要請が高く，

浚渫土砂は毎年多量に発生しており，長期的な観点から，

現在，実施・計画されている処分場以外に，さらなる処

分場の確保が求められてくる． 
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このような状況を踏まえ，土砂処分場能力を高める方

策の一つとして，既存の土砂処分場の減容化，すなわち

処分場の地盤沈下の促進を図ることで，土砂処分場の延

命（容量の拡大）を高める方法が考えられた．     
          図-1 Ａ工法概念図 

 

 そこで，名古屋ポートアイランドにおいて，減容化に

有効と考えられる真空圧密工法の現地実験が行われ，減

容化効果の検証を行った． 

2.2 水平排水材＋密封シート工法（Ｂ工法） 

真空ポンプによって，鉛直ドレーン，水平ドレーン材，

有孔集水管を経由して地中の水と空気を排出する真空圧

密工法で，負圧をシールするために載荷エリアを気密シ

ートで被服することが特徴である（図-2参照）． 

本論文は，その現地実験の結果の一部を紹介するとと

もに，名古屋港ポートアイランド全体をケーススタディ

ーとした沈下量の予測計算を行い，本工法の減容化工法

としての有効性について検討したものである．  
 

 

水平ドレーン

２．実験に用いた真空圧密工法の特徴 
鉛直ドレーン  真空圧密工法の中から，工費的に有利と評価された『キ

ャップ付き鉛直ドレーン工法』と『水平排水材＋密封シ

ート工法』を採用した． 

 以下に両工法の特徴を示す． 

2.1 キャップ付き鉛直ドレーン工法（Ａ工法） 

 キャップ付き鉛直ドレーンを利用した真空圧密工法で，

粘土層の上部を負圧シール層として利用し，その下の粘

土層を圧密させる工法である．通常の真空圧密工法では

地盤表面を密封シートで覆う必要があるが，本工法では，

上部粘土層の密封性を利用することにより，密封シート 図-2 Ｂ工法概念図 
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３．現地実験 

3.1 実験場所および規模等 

(1)実験場所 

名古屋港第２ポートアイランド内（図-3参照） 

(2)実験規模  

25m×25mの正方形区画（図-3参照） 

(3)鉛直ドレーン  

打設長  ： 20 m 

打設間隔 ： 1.0m 

材料   ： プラスチックドレーン 

(4)負圧載荷時間  

負圧期間     ： 60日 

目標負圧荷重 ：  50kPa 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         
           図-3 試験場所及び試験規模 

3.2 地盤条件 

  名古屋港第２ポートアイランドは，1985 年から土砂処

分が開始されていて，実験場所の標高は+4.5mになってい

る．もとの海底面は-7.3～-7.7mで，在来地盤は粘土層で

ある．鉛直ドレーン長が 20m であるので，圧密層厚は，

埋立土層が約12m，在来粘土層が約8mになる． 

実験に先立って実施したコーン貫入試験結果によれば，

埋立土層は，シルトおよび砂混じりシルトのところと，

シルト混じり砂のところがあり，Ｂ工法の実験工区（Ｂ

工区）の方がシルト混じり砂が多い．シルト混じり砂の

層厚は，多いところでＡ工区で3m，Ｂ工区で6.5mであっ

た．なお，Ａ工区では砂層対策を施したがＢ工法では対

策を施していない．また，在来粘土層は過去に砂が仮置

きされたとの報告があり，過圧密状態にある． 

3.3 計測項目 

真空圧密工法による減容化効果を調べるために，表-1

に示す項目について測定をおこなった． 
 

表-1 計測項目 
測定項目 試 験 法 備   考 

沈 下 量 水 準 測 量 沈下量の測定 

間隙水圧 間隙水圧計による測定 
真空ポンプ運転による間

隙水圧の変化 

 

3.4 実験結果 
第２ﾎ゚ ｰﾄｱｲﾗﾝﾄ゙  

(1)沈下量 

今回の試験における沈下量は，鉛直ドレーン打設後か

ら真空ポンプ運転開始までの沈下量と真空ポンプ運転に

よる沈下量の和として表される．図-4にＡ，Ｂ両工区の

沈下量を示す．   
また，図より求めた全体の平均沈下量（減容化量÷平

面積）を表-2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

第１ﾎ゚ ｰﾄｱｲﾗﾝﾄ゙  

第３ﾎ゚ ｰﾄｱｲﾗﾝﾄ゙  

Ａ工法 

Ｂ工法 

Ａ工法(cm)

14.0 56.8 9.8 13.5 22.1 14.8

31.525.2

46.6 81.1 38.2

37.6 48.0

20.643.3 18.3

65.5 71.8 42.9

79.3 77.3

61.1 94.9 67.5

74.4 83.2

68.6 48.5 54.6 

79.5 83.8 52.7

104.5 108.8

107.7 176.0 105.7

112.0 131.2

89.2 91.8 72.9 

46.051.6

47.223.3 31.6

36.0 44.9

20.2 26.9 15.2

ポンプ運転前の沈下量 ポンプ運転前の沈下量 

21.0 23.3 15.0

29.251.6

53.647.0 30.6

61.0 48.9

40.8 51.1 33.0 

ポンプ運転期間の沈下量 ポンプ運転期間の沈下量 

34.5 45.4 29.8 

103. 75.2

100.870.3 62.2

97.0 93.8 

78.0 48.2 61.0 

全沈下量 全沈下量 

Ｂ工法(cm)

図-4 各工法の沈下量の分布 



表-2  平均沈下量  一方，Ｂ工区の間隙水圧は，図-6より，時間とともに

低下する傾向はあるが，低下率がＡ工法より小さく，運

転終了時点でもGL-7mで20kPa，GL-20mで 20kPa程度し

か間隙水圧が低下していない．したがって，同工区では

当初予定していた 50kPa の負圧は発揮されていなかった

のではないかと考えられる． 

 A工区 Ｂ工区 

真空ポンプ運転前の平均沈下量 37.0cm 34.2cm 

真空ポンプ運転による平均沈下量 71.9cm 42.8cm 

総平均沈下量 108.9cm 77.0cm 

  

(3)実験結果の考察 真空ポンプ運転前の沈下量は，表層地盤の改良に用い

た土砂等の荷重と鉛直ドレーンの効果による沈下量で，

両工法とも同様な値を示している．これに対して，真空

ポンプ運転による沈下量は，Ａ工区のほうがＢ工区より

約1.7倍大きい．図-4及び図-5よりポンプ運転による沈

下量の分布をみると，Ａ工区では改良域の中央部で沈下

量が大きく，周辺部で小さくなっており，その変化傾向

はどの方向にもほぼ同様である． 

現地試験を行った結果から，沈下量や間隙水圧の低下

を確認した． 
しかしながら，厚いシルト質砂層が介在したＢ工区は

当初予定していた沈下量や負圧が発揮されなかった．こ

の原因としては，砂層対策の有無とシルト質砂の層厚が

影響していると考えられる．すなわち，Ｂ工法は，砂層

対策を施さなかったため砂層からの水を吸い上げてしま

い負圧のロスが多かったことと，砂層が厚いために圧密

層厚が少なかったことが原因と考えられる．しかし，砂

層対策を施した陸上における他の実験事例から判断する

と，適切な対策さえ行えば，Ｂ工法でも十分な改良効果

が期待できるものと思われる． 

一方，Ｂ工区では中央部の沈下が大きく周辺部の沈下

が小さい傾向は A 工区と同じであるが，区域を４分割し

てみると左下側の沈下量が大きく，右上側の沈下量が小

さくなっている． なお，この工区の右上側は，砂層が厚

く堆積している箇所であった． 

今回の実験に用いたＡ工法とＢ工法は，ドレーン材を

介して地中の水と空気を真空ポンプで強制的に排出する

ので，基本的な原理は同じである．つまり，真空圧密工

法は，砂層の影響を大きく受けることが考えられる．実

用化に向けては，施工前に適切な地盤調査を行って土層

構成を把握し，途中に介在する砂層部分に遮水シールを

取り付ける等，何らかの対策を講じることが重要である

ことがわかった． 

(2)間隙水圧 

 真空ポンプ運転中の間隙水圧の経時変化を図-5（Ａ工

区）と図-6（Ｂ工区）に示す． 

Ａ工区の間隙水圧は，図-6より，ポンプのトラブルと

思われる期間を除いて，経過時間とともに低下し，運転

終了時点ではGL-10mで60kPa，GL-20mで40kPaの間隙水

圧の低下が生じている．したがって，同工区では当初予

定していた負圧50kPaが発揮されていたと考えられる． 
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図-5 間隙水圧の経時変化（Ａ工法） 図-6 間隙水圧の経時変化（B工法） 
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４．名古屋港 ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞの ｹｰ ｽ ｽ ﾀ ﾃ ﾞ ｨ  ー 4.4計算結果 

負圧を 50kPa～80kPa まで 10kPa ごとに載荷した時

の計算結果を表-4に示す． 
名古屋港ポートアイランド（第１，第２，第３）にお

いて，地盤条件や埋立地盤の状態を想定し，真空圧密工

法を用いた場合の沈下量予測をCc法を用いて検討した．  
表-4  沈下量の計算結果 

 50kPa 60kPa 70kPa 80kPa 
第１PI  2.60 m 2.82 m 3.01 m 3.19 m
第２PI  2.14 m 2.33 m 2.49 m 2.64 m 
第３PI  1.86 m 2.03 m 2.18 m 2.32 m 

4.1 現状および将来計画 

 名古屋港ポートアイランドにおける現状と将来計画か

ら，減容化対象層厚を全埋立層厚とした． 
  

表-2 将来計画 4.5 考察 
処分場 

将 来 
天端高    
(m) 

現 天 
端 高 
(m) 

在 来 
地盤高 
(m) 

現埋立 
層 厚 
(m) 

 将来埋 
 立層厚 
(m) 

全埋立 
層 厚 
(m) 

第１PI +14.5 +10.0 -6.5 16.5 4.5 21.0 
第２PI +11.0 +8.0 -5.5 13.5 3.0 16.5 
第３PI +6.5 +5.0 -8.0 13.0 1.5 11.0 

今回仮定した条件のもとでは，2～3メートルの沈下量

が期待できることが確認され，本工法を適用した場合の

目安値を得ることができた．ただし，中間砂層の有無や

地盤条件，減容化開始時期の埋立地盤の状態等によって，

沈下量は大きく変わってくる．したがって，実用化の際

の沈下予測は，これらの条件を事前に詳しく把握するこ

とが必要である． 

 

4.2減容化開始時の埋立地盤の状態 

浚渫された高含水比の土砂は，すぐに自重圧密を開始

し，比較的短期間で正規圧密状態に落ち着くものと推定

される．さらに，現埋立土厚は層厚が厚いため排水に時

間がかかり，何も施さなければ，埋立完了直後は，まだ

新規埋立土荷重に対する過剰間隙水圧が残っていると推

定される．しかし，本工法を適用することによって，短

期間で排水され，圧密が促進されるため，将来埋立土荷

重に対する現埋立土層の圧密沈下も本工法による効果と

見なした．地盤モデルを図-7に示す． 

５．おわりに 

 現地試験を行った結果から，沈下量や間隙水圧の低下

がみられ，真空圧密工法は浚渫土砂埋立土層（粘性土層）

の減容化に適用できることが初めて確認でき，減容化工

法としての有効性が証明された．また，仮定の条件のも

とであるが，名古屋港ポートアイランドにおける沈下量

の目安値を得ることができた． 
 

また，別途，両工法の概略コストの算出し，新たに処

分地を建設した場合とのコスト比較を試みたが，新規処

分場に伴って発生する環境上の問題や漁業補償の問題等，

容易には定量化しにくい問題が含まれていることから，

単純な評価は難しいため，本稿からは割愛した．しかし

ながら，環境アセスメント等の調査や漁業補償の交渉等

を経て，許可されるまでに長時間を要することになれば，

現在の土砂処分場が容量不足で対応できなくなることも

考えられるので，次善の策として本工法を適用して処分

スペースを確保する必要が生じることも考えられる． 

 将来天端高 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

4.3地盤条件 

 名古屋港ポートアイランドの地盤調査データで，圧密

沈下計算に使用できるものは少ないが，ここでは，物理

試験のデータや海成粘土に関する既往の研究成果等を参

考にして，表-3に示すような地盤定数を仮定した。 
 

表-3  地盤条件 
 平  均  値 

湿潤密度 (ρt) 1.6 g/cm3 
圧縮指数 (Cc) 0.9 
間隙比 (e0) 1.9 
含水比 (wn) 71  % 
塑性指数 (Ip) 44 
圧密係数(Cv) 0.1cm2/min 
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